








１ 地域生活支援事業の円滑な実施等について 

 

（１）地域生活支援事業の趣旨 

地域生活支援事業は、各自治体が、地域の実情や利用者の状況に応じ、柔軟な形態

により実施する事業であり、また、交付された補助金は、各自治体の裁量で個々の事

業に柔軟に配分することができる「統合補助金」としている。 

各自治体においては、このような特性及び平成 27 年度からの第４期障害福祉計画

を踏まえ、引き続き、効果的・効率的に事業が展開されるようお願いする。 

 

 

（２）マイナンバー制度との関係 

地域生活支援事業の実施に関する事務は、マイナンバー法（行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号））別表

第１主務省令の第 84 号に規定するとおり、マイナンバー（社会保障・税番号）を利用

する事務に該当している。 

 一方、マイナンバー法別表第２主務省令に地域生活支援事業に関する事務は規定し

ておらず、情報連携の対象外となっている。ただし、番号法第９条第２項に基づく条

例を制定し、独自利用事務とした上で、番号法第 19 条第 14 号に基づき、個人情報保

護委員会への所要の手続を行うことで、情報連携が認められる場合がある。（地域生

活支援事業は、平成 27 年８月６日付の個人情報保護委員会の事務連絡においても、情

報連携の対象となる独自利用事務の事例として示されている。） 

 上記の障害保健福祉分野における番号制度の取扱いに係る留意事項等については、

これまでも事務連絡（平成 27 年 12 月 28 日）を通じて周知を行っているところなので、

ご留意いただきたい。 

 

 

（３）平成 28 年度予算案 

ア 平成 28 年度予算案における見直し 

来年度予算においては、市町村及び都道府県における事業の着実な実施に必要な

予算（464 億円）を確保しつつ、必須事業への更なる支援を図る観点等から、一部

の任意事業について一般財源化により地方交付税措置を講じ、総額で実質 22 億円

の増額を図ることとしている。 

また、任意事業の追加・拡充、実施が低調な任意事業についての補助の終了等を

行うこととしている。 

なお、見直しの内容は以下のとおりである。 
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